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中国における会社法の改正とガバナンスに関する一考察

Ⅰ．はじめに

　2024年7月1日、中国では2023年に改正された会社法

（以下、「新会社法」という。なお、2023年改正前の2018年

会社法を「旧会社法」と称する。）が施行された。新会社法

の制定に先立ち、全国人民代表大会常務委員会法制工作

委員会は、2019年から会社法の改正作業に着手し、2021

年12月に第１次審議草案、2022年12月に第2次審議草案、

2023年8月に第3次審議草案を相次いで策定し、さらに同

年12月には最終草案である第4次審議草案を全国人民代

表大会常務委員会に提出した。これを受け、同年12月29日、

第十四期全国人民代表大会常務委員会第七回会議におい

て新会社法が正式に可決・成立した。

　2023年の会社法改正（以下、「2023年改正」という。）は、

1999年、2004年、2005年、2013年、2018年以来、6度

目の改正となるが 1、1993年12月29日に中国において初め

て会社法が制定されてから30周年という節目に行われた改

正でもあり、名実ともに極めて重要な改正であると位置づ

けられよう。

　新会社法は旧会社法よりも2章多い15章からなり、条文

数も218から266へと大幅に増加した 2。もとよりこうした

章や条文の数の形式的な拡大にとどまらず、各規制の内容

面についても多くの重大な修正が施され、全面改正として

の様相を呈している。新会社法の下では、とりわけコーポ

金 婧婧

レート・ガバナンスの根幹に関わる主要な規制をはじめと

する会社法の本質的な議論に関する重要な改正が行われ、

今後の中国の会社実務に多大な影響を及ぼすことが予想さ

れ得る。

　本稿では、新会社法の改正の骨子を整理した上、会社法

の根幹にかかわる会社のガバナンスに係る規制を中心に取

り上げ、今後の法制度の運用の在り方を考察する。以下では

まず、新会社法の概要とその重要な改正点の整理を試みる。

Ⅱ. 新会社法の概要

　新会社法は全15章266の条文から構成されており、会

社の設立や組織、運営などを定める。具体的な章の内容

は、第１章総則、第2章会社登記、第3章有限責任会社の

設立および組織機構、第4章有限責任会社の出資持分の

譲渡、第5章株式有限会社の設立および組織機構、第6章

株式有限会社の株式の発行および譲渡、第7章国家出資

会社の組織機構の特則、第8章会社の董事、監事および

高位管理職の資格と義務、第9章社債、第10章会社の財

務および会計、第11章会社の合併、分割、増資および減資、

第12章会社の解散および清算、第13章外国会社の分支

機構、第14章法律責任、第15章附則となっている。この

中で、第2章会社登記、第7章国家出資会社の組織機構の

特則は今回の改正で新設された章である。
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　2023年改正の内容は多岐にわたるが、主に以下の8つ

に分類することができる。

　①会社の社会的責任に関する規定の導入

　②会社の設立および消滅制度の整備

　③会社の資本制度に関する改正

　④会社の機関設計の柔軟化

　⑤董事、監事および高位管理職の義務と責任の明確化

　⑥少数株主利益の保護の強化

　⑦国家出資会社の組織機構に関する特則

　⑧社債制度の整備

　紙幅の関係で、上記の改正内容すべてを網羅的に扱う

ことはできないが、2023年改正の中で特に重要な規制で

ある①～⑥を中心に取り上げ、その内容を整理する。

Ⅲ. 新会社法の重要な改正項目と考察

1. 会社の社会的責任に関する規定の導入

　新会社法は、会社のより効率的で健全な運営を目指し、

後述するようにガバナンスの充実に資する多数の規制を

導入していると考えられるが、会社の健全性を確保する上

で、従来、会社法の下で利害調整が図られてきた株主や債

権者等の利益にとどまらず、より社会全体を意識した会社

の運営を要請している。新会社法20条1項は、「会社は経

営活動に従事するにあたり、会社従業員、消費者等の利

害関係者の利益及び生態環境保護等の社会公共利益を十

分に考慮し、社会責任を負わなければならない」と定める。

本条は、従業員や消費者といった幅広いステークホルダー

の利益を考慮するとともに、環境などの「社会公共利益」

に配慮しながら会社の運営を行うことを求めており、近年、

世界的な関心が高まっている、「会社に利益の追求だけで

なく、環境や人権に配慮した行動をとるべきである」とす

るESG（Environment, Social, Governance）やSDGs

（Sustainable Development Goals）の発想 3 を取り込

んだものといえる。中国の会社はこのような国際的な動

向に呼応する形で、社会的責任（CSR, Corporate Social 

Responsibility）を果たすことが求められている。

　もっとも、従来、中国の会社の多くがこうしたESGや

SDGsの発想を十分に認識していたとはいい難い。ただ、

中国では、世界で最も二酸化炭素を多く排出する国であ

り、環境保護を通じ、国際的責任を果たしていくべきこと

が認識されていることから、ESGのうちとりわけ、「E（環

境）」が強く意識されているのではないかと考えられる。

　もとより各会社がESGに配慮した運営を実現すること

は容易でなく、新会社法20条2項が、「国は、会社が社会

公益活動に参与し、社会責任に係る報告を公表すること

を推奨する」と定めているように、「推奨」という文言から

は本条が努力目標を定めたものであることが看取される。

ESGに配慮した会社運営をいかに実現すべきか、今後の

国の施策によるところが大きいといえる。

2. 会社の設立および消滅制度の整備

（1）会社登記制度に関する規定

　従来、会社の登記をめぐって旧会社法の規定が不十分

なだけでなく、登記に関する条文が各章に点在していた。

新会社法の下では、会社の設立登記、変更登記および終了

登記に関する章を新たに設け、会社登記制度（新会社法

第2章29条～41条）が整備されるとともに、国家企業信用

情報公示システムを通じた情報公開の迅速化が図られた

といえる 4。

（2）１人会社に関する規定

　旧会社法の下では、1人有限責任会社に関する特則が

第2章第3節に置かれていた。かかる特則の下で、1人有限

責任会社とは、1名の自然人株主または法人株主のみが存

在する有限責任会社をいうとされ（旧会社法57条2項）、
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1名の自然人が設立し得る1人有限責任会社は1社のみと

されており、1人有限責任会社が他の1人有限責任会社の

株主となることは禁じられていた（同法58条）。他方、旧

会社法24条は、「有限責任会社は50名以下の株主の出資

により設立される」と定めていた。

　新会社法は、1人有限責任会社の特則を定めた旧会社

法第2章第3節を全面的に削除し、「有限責任会社は1名以

上50名以下の株主の出資により設立される」（新会社法

42条）というように、有限責任会社の規定に一本化するこ

とで、1人有限責任会社に関する規定が大幅に簡素化され

た。同時に、新会社法92条は、「株式有限責任会社を設立

するにあたって、1名以上200名以下の発起人を有しなけ

ればならない」と定め、旧会社法の下で設立が禁止されて

いた1人株式有限会社の設立を解禁した。株主ないしは発

起人が1名でも設立が可能な会社形態の選択肢を増加さ

せることは、登記制度の整備と合わせて、中国が近年推進

してきた起業を通じたイノベーションの実現を促進するこ

とを目的とした「双創」政策 5の下で、起業しやすい環境

づくりのためにも必要な法改正であったといえよう。

（3）会社の解散および清算に関する規定

　中国では近年、起業促進の政策の下で、後述するように、

最低資本金制度を撤廃するといった様々な規制緩和が行

われてきた結果、会社の数が大幅に増加したが、その一方

で、休業や休眠などに陥いる会社が多数あらわれるという

問題が生じていた 6。本来であれば、これらの会社は、解散

や清算手続を経た上で、法人格を消滅させることが望まし

いことも想定される。しかしながら、会社の消滅に関する

制度が旧会社法の下では十分手当てされていなかったた

め、会社の解散や清算についての法整備が急務とされてい

た。そこで、新会社法第12章に会社の解散および清算に関

する規定が体系的に設けられると同時に（新会社法229

条～239条、242条）、新たに簡易抹消登記制度と強制抹

消登記制度も合わせて導入した（同法240条、241条）。

3. 会社の資本制度に関する改正

（1）登録資本引受制度の厳格化

　会社の設立時における出資に関し、中国では度々改正

が行われてきた7。1993年会社法の下では、有限責任会社

は10万元から50万元までの最低資本金、株式有限会社は

1000万元の最低資本金が必要とされ、かつ全額払込規

制が置かれていた 8。2005年の会社法改正により、最低

資本金額は、有限責任会社については3万元（2005年会

社法26条2項）、株式有限会社については500万元に引き

下げられ（同法81条3項）、分割払込も許容された。また、

最初に会社に拠出される出資の額は最低資本金の20％

を下ってはならないものの、残りの部分は２年以内に払い

込めばよいとする払込みの猶予が許容されていた（同法

81条1項）。なお、投資会社に限っては、有限責任会社か株

式有限会社かを問わず、会社成立の日から5年以内に不足

分を払い込むことが可能とされた（同法26条１項、81条1

項）。その後、2013年に行われた会社法改正においては、

最低資本金制度が完全に撤廃され、さらに出資期限、設

立時の出資の割合規制も削除され、払込期限を株主間の

合意にゆだねる「登録資本引受制度」へと完全移行した。

　しかし、このような資本制度の規制緩和によって、定款

で高額の登録資本金を設定しながら実際には出資が行わ

れない、または数十年という極めて長い出資期限を設定

するなど、登録資本引受制度を「悪用」するケースが多発

し、取引の安全、債権者の利益、ひいては法人制度に対す

る信頼も揺るがしかねない事態が生じるようになった 9。

　そこで、新会社法は有限責任会社と株式有限会社の区

分立法を行い、有限責任会社は引き続き登録資本引受制

度、株式有限会社は全額払込制度と選択的授権資本制度

を導入した。有限責任会社の登録資本引受制度をめぐって、
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重要な改正点の一つは、株主が払込みを引き受けた出資

額については、全株主が会社定款の規定に従い会社成立

の日から5年以内にその全額を払い込むものとし、上限を

「5年」とする出資期限を設けたことである（新会社法47

条1項）。株式有限会社も厳格な全額払込規制が規定され

ているので、引き受けた株式につき実際の全額払込みが

ない場合、会社の設立は不可能になる。

　ただ、新会社法は、最低資本金制度を復活させるには

至っていない。これにより、起業促進や投資の誘致が期

待されないではないが 11、資金実体のないペーパーカンパ

ニーの濫立が懸念される。ペーパーカンパニーの債権者

の保護が問題となり得るが、この点については対第三者

責任の箇所で詳しく検討する。

（2）失権制度の導入

　旧会社法の下では、株式の払込みの期限を事実上無期

限とすることも可能であったためか、一定の期限までに払

込みをしなければ、株主の地位を失うという失権制度に

関する規定がなく、最高裁判所の司法解釈として出資義

務を期限通りに履行しない株主に対する除名制度が存在

していた12。新会社法は董事会に猶予期間を設けた催告

権を付与し、猶予期間が満了しても株主がなお出資の義

務を履行しない場合には、出資を行わなかった持分に関

して失権するとしている（新会社法52条、107条）13 。

（3）株主の払込義務の履行期限の繰上げ

　新会社法は、会社が履行期限の到来した債務を弁済す

ることができない場合、当該会社または期限到来債務の

債権者は、払込みを引き受けたが出資期限の到来してい

ない株主に対して、期限を繰り上げて払い込むよう求める

権利も新たに規定した（新会社法54条）。従来、破産法の

35条や「全国法院民商事審判工作会議紀要」6条などに

も類似の規定が存在していたが、あくまでも特別な場面で

行使が可能な権利であったため、上述のような払込の期

限利益を悪用するケースへの対応策として、新会社法に規

定が設けられるようになった14。新会社法は履行期限の繰

上到来を請求できる主体に会社を追加し、また適用場面

を破産関連に限定せず、「期限の到来した債務を弁済する

ことができない」ことのみを要件とした。これにより、会

社財産が確保され、債権者保護の実効性が確保され得る。

（4）種類株式制度の明文化

　中国において、種類株式は長い歴史を持つ。1993年に

会社法が公布される前から、中国ではすでに上場会社が

優先株を発行しており、政府も優先株式に対する規範的

な文書を公布していた15。また、国有企業が証券取引所に

上場するにあたり、国有株式および法人保有株式などは上

場、流通させず、非流通株式として取引所外で協議方式に

より譲渡され、公開株式のみが上場流通し、流通株式と

するなど、異なる株式の発行を認めた（いわゆる「股権分

置」）。近年は、民営企業も様々な種類株式17を発行するよう

になり、会社法の中に種類株式に関する規定を設ける機

運が高まってきた。

　そこで、新会社法は、剰余金の配当、残余財産の分配、

議決権および譲渡制限などについて異なる種類の株式の

発行を明文化し（新会社法144条1項）、種類株式に対す

る法整備を行った。ただし、公開会社の場合には、発行可

能な種類株式に一定の制限がかかっており、慎重な対応が

求められる（同法144条2項）。

（5）無額面株式の発行の許容

　旧会社法の下では、額面株式の発行のみが認められて

いたが、新会社法は株式有限会社による無額面株式の発

行も許容するようになった（新会社法142条1項）。ただし、

額面株式と無額面株式は相互に転換が可能であるが、2種

類の株式を同時に発行することはできない（同法142条2
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項）。この点、日本においてもかつて額面株式が発行され

ていたが、積極的な存在意義が見いだされておらず、無額

面株式については、その払込金額に制約がないため株価

下落時における発行が容易であるなどといった理由から、

無額面株式に一本化された18。中国でもこうした無額面株

式のメリットが認識されている可能性はあるが、額面株式

を残存させた意義は必ずしも判然としない19。

（6）簡易な減資制度の新設

　新会社法には、債権者保護を目的とする規制が多数置

かれている。債権者保護の観点からすれば、会社に欠損

が生じた場合には、迅速にこれを填補することが求めら

れる。新会社法は、積立金による欠損の填補を許容すると

ともに（新会社法214条2項）、その後もなお欠損が残る

場合には、登録資本の減資によって欠損を補填すること

ができる旨を定めた（同法225条1項）。株主に対して実際

に資金を払い戻す通常の減資とは異なり、当該減資制度

は、債権者に対する通知・公告および債権者からの弁済

や担保提供の請求への対応を行う必要はなく、株主会が

登録資本減少決議をした日から30日内に新聞または国家

企業信用情報公示システムを通じた公告のみで足りると

しているところ（同法225条2項）、赤字を抱える会社は、

財務状況の改善を図る手段としてこの制度を活用するこ

とが考えられるとの指摘がある20。

4. 会社の機関設計の柔軟化

　新会社法の主眼の一つは、コーポレート・ガバナンスの

実効性を確保すべく、会社の機関設計の拡大と監査・監督

を担う機関の権限強化を図ることにあると考えられる。と

りわけ新会社法が、監事や監事会の設置に一定の自主性

を認めると同時に、新たに審計委員会制度を導入するな

ど、会社が選択可能な機関構造に柔軟性を持たせている

点は特筆に値する。以下では、株主会、董事会、監事（会）に

つき、主要な改正点を取り上げ、その意義を明らかにしたい。

（1）株主会の権限縮小

　新会社法は、旧会社法の下で株主会の専決事項とされ

ていた「会社の経営方針および投資計画の決定」、「年度

財務予算案および決算案の審査・承認」の項目を削除し、

「社債発行に関する決議」は原則として株主会の権限事項

としながらも董事会への授権を認めるものとした（新会社

法59条、112条）。従来、株主会の権限事項と董事会の権

限事項の線引きが曖昧であるがゆえに、経営判断が迅速

に行われにくく、その結果、ビジネスチャンスを逃してしまう

ことが懸念されていた。2023年改正により、株主会から

董事会へ一部の権限をゆだねる形で権限の再分配が行わ

れたため、今後は董事会による意思決定の迅速性と効率

性の向上が期待され得る21。

（2）董事会の設置に関する規定

　旧会社法の下で、原則として、董事会の設置が義務づけ

られており、その例外として、株主の人数が比較的少ない

または会社の規模が比較的小さい有限責任会社の場合に

は、董事会を設置せず、１名の業務執行董事を選任するこ

とが可能とされていた（旧会社法50条）。新会社法は、有

限責任会社だけでなく、株式有限会社も株主の人数が比

較的少ないまたは会社の規模が比較的小さい会社の場合

には、１名の董事を選任すれば、董事会の設置は不要とし

た（新会社法75条、128条）。実務上、小規模な株式有限

会社が多数存在していることや、上述したように、新会社

法が1人株式有限会社の設立を解禁したことに鑑み、所定

の要件を満たす株式有限会社について董事会を設置しな

いことが認められている22。
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（3）監事（会）および審計委員会の設置に関する規定

　旧会社法は、監事会の設置を原則としつつ、株主の人数

が比較的少ないまたは会社の規模が比較的小さい有限責

任会社の場合には、3名以上の監事で構成される監事会

の設置は不要とされ、1～2名の監事を選任することとさ

れていた（旧会社法51条）。株式有限会社の場合には、株

主の人数や会社規模次第で監事会を設置しない旨を定め

る適用除外規定はなく、監事会は必置機関とされていた

（同法117条）。

　新会社法は監事会の設置について、それまで有限責任

会社についてのみ置かれていた、株主の人数が比較的少

ないまたは会社の規模が比較的小さい場合の監事会不設

置の規定を株式有限会社についても設けている（新会社

法83条、133条）。ただし、監事の人数は有限責任会社も

株式有限責任会社も１名のみ選任すれば足りる。また、有

限責任会社の場合は、全株主の同意があれば、監事を置

かないことも可能とされたが（同法83条）、株式有限会社

にはこのような例外は認められていない。

　以上のように、新会社法においては、所定の要件を満た

す比較的小規模な会社では監事会の設置が免除され、監

事の員数も引き下げられ、監事の設置コストの削減が図

られている。しかし、これ以外の会社については、依然と

して、監事会を必置機関と位置付けている。もっとも、新

会社法は、監事会を設置しない新たな機関の設置を可能

とした。それが、2023年会社法改正の重要な改正点の

一つとされている審計委員会である。新会社法は、すべて

の会社において、監事会または監事の代わりに董事会の

中に審計委員会を設置することを認めている（同法69条、

121条）。取締役会の下に監査機関を法定の機関として設

置する考え方は、日本の監査等委員会設置会社のように

中国以外の法域においてもみられる。審計委員会制度が

導入された背景には、監事会の監査機能の不全が会社の

コーポレート・ガバナンスの実効性を低下させ、民営企業

の健全な発展、国有企業の改革を制約しているとの考

えがある23。

　そのため、董事会において議決権を有する董事により

構成される監査組織である審計委員会を設置することで、

業務執行者に対する牽制・監督機能を高め、ガバナンスの

強化を図る狙いがあったのではないかと思われる。

5. 董事、監事および高位管理職の義務と責任の

　 明確化

（1）忠実義務と勤勉義務

　新会社法は、監事（会）制度を維持しつつ、選択的に審計

委員会の設置を可能としており、いずれかの機関設計の

下で、業務執行者に対する牽制ないしは監査・監督を行う

ことが予定されている。もっとも、かかる牽制・監督機能

が実効的に発揮されるためには、それを担う機関の構成

員が、適切にその職務を果たすことが不可欠となる。

　この点、旧会社法147条1項は、「董事、監事及び高位管

理職は法律、行政法規及び会社定款を遵守し、会社に対

して忠実義務及び勤勉義務を負う」と定めており、忠実義

務および勤勉義務に関する規定それ自体は存在していた。

しかし、忠実義務や勤勉義務の具体的な内容については

必ずしも明らかにされていなかった24。これに対し、新会

社法180条1項は、「董事、監事及び高位管理職は、会社に

対して忠実義務を負い、自己の利益と会社の利益が相反

することを避けるための措置を講じなければならず、権限

を利用して不当な利益を図ってはならない」とし、忠実義務

に関する定めを設け、同条2項は、「董事、監事及び高位管

理職は会社に対して勤勉義務を負い、職務執行において

会社の最大の利益のために管理者として通常負うべき合

理的な注意を尽くさなければならない」とし、勤勉義務の

内容を具体化した。

　忠実義務は、法文から明らかなように、勤勉義務とは異
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なり、董事、監事および高位管理職（以下、「董事等」

という。）は、会社の利益を犠牲にして自己の利益を図

ることを禁じるものであり、アメリカにおける「忠実義務

（duty of loyalty）」25 に近い。これに対し、勤勉義務は、

会社の利益を最大化させる会社の管理者としての義務で

あり、アメリカにおける「duty of care」あるいは日本にお

ける「善管注意義務（民法644条）」に近似する内容であ

ると解される。もっとも、日本における善管注意義務26は、

取締役や監査役を含む役員と株式会社の関係は委任に関

する規定に従うとの会社法330条の規定から導出される。

中国では、董事等と会社がいかなる法律関係に立つのか

は必ずしも明らかではないが、勤勉義務に係る規定の内

容に照らせば、新会社法は、委任類似の関係を想定して

いるのではないかと思われる。

　ともあれ少なくとも忠実義務や勤勉義務の内容がより

具体化されることにより、董事等が会社運営に際し、どの

ように行動すべきか、あるいはいかなる行為をしてはなら

ないかについて一定の指針が与えられることで、董事等に

よる職務執行の適正化が一定程度図られよう。

（2）利益相反取引に関する規制

　忠実義務を、董事等が会社の利益を犠牲にし、自己の

利益を図ってはならないことを禁止する義務であると解

すれば、いわゆる利益相反取引に関する規定はかかる義

務を具体化したものと位置づけることができる。旧会社法

の下でも利益相反取引規制が存在していたが、これは董

事および高位管理職の会社との直接取引行為のみを規制

していたにすぎなかった。新会社法は、利益相反取引の対

象者を監事にまで拡大し、董事等による直接取引と間接

取引が規制の対象とされた。新会社法182条1項は、董事

等は、直接または間接的に会社と契約を締結し、または取

引をする場合には、契約の締結または取引の実施に関す

る事項について董事会または株主会に報告し、かつ会社

の定款の定めに基づき董事会または株主会の決議による

採択を経なければならないとする。これらの取引を通じ、

董事等は、会社の犠牲において自己の利益を図る可能性

が高く、これを防止する観点から、手続規制が置かれてい

るものと解される27。ただ、間接取引についてはいかなる

範囲の取引が規制の対象となり得るのかは実質的な解釈

によることとなろう。また、新会社法182条2項は董事等

の近親者、董事等又はその近親者により直接又は間接に

支配する企業、董事等とその他の関係性を有する関連当

事者が、会社と契約を締結し、または取引をする場合には、

同条1項が適用されるとしており、利益相反取引規制の適

用範囲はきわめて広範囲なものといえる。このことに関連

し、董事等が第三者の利益を図る行為が規制対象となり

得るのか、規制対象となるとしてその範囲をいかに解すべ

ききかが問題となり得るが、取引の安全とのバランスを考

慮する必要があろう。

（3）競業取引に関する規制

　新会社法は、利益相反取引のみならず、競業取引に関

しても、その規制対象を董事、高位管理職に加えて監事に

まで拡大し、自らが在職する会社と同種の事業を行い、ま

たは他人のために経営を行ってはならないと規定してい

る（新会社法184条）。競業取引も董事会または株主会へ

の報告とそれらによる承認を条件として、許容されること

となる。

　もっとも、競業取引規制に違反した場合には、その取引

の効力が問題とされるのか、あるいは董事等の損害賠償

責任が追及されるのかについては、今後の判例や裁判例

の動向を注視する必要がある。

（4）会社資本の充実に関する董事、監事および高位管理

　　職の責任

　新会社法は、上述したように、董事等の勤勉義務と忠
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実義務を具体化するとともに、利益相反取引や競業取引

に係る規制を強化したが、それにとどまらず、以下のよう

な義務や責任も定めている。例えば、会社成立後、董事会

は株主の出資状況について検査する義務を負い、その不

履行によって会社に損害を与えたときは、その義務に違反

した董事は会社に対して損害賠償責任を負う（新会社法

51条2項）。また、董事等は、株主が出資金の引揚げにより

会社に損害を与えた場合には、株主と連帯して責任を負う

こととされている（同法53条2項）。その他、違法な配当や

減資を行った場合の損害賠償責任（同法211条、226条）、

ある者が、会社またはその親会社の株式を取得するため

に、当該会社が贈与、借入、担保提供その他の財務資金

援助をしたことにより、会社に損害を与えた場合における

損害賠償責任などが定められている（同法163条）。新会

社法にこれらの損害賠償責任規定が設けられている趣旨

は、上述した不正な行為により生じた損害を填補すると同

時に、かかる行為の抑制を図ることにあると解されよう。

（5）董事および高位管理職の第三者責任

　新会社法は、会社に対する董事等の損害賠償責任を定

めるにとどまらず、董事および高位管理職の第三者に対す

る損害賠償責任に関する規定を新設したことも注目に値

する。日本の会社法429条1項も、役員等の第三者に対す

る損害賠償責任を定めるが、新会社法の対第三者責任の

規定もこれに範をとったものと考えられる。

　新会社法191条は、董事または高位管理職の職務執行

により第三者に損害を与えた場合、会社は、賠償責任を負

わなければならず、さらに、董事または高位管理職に故意

または重大な過失がある場合には、当該董事または高位

管理職も賠償責任を負わなければならないと定める。日

本の会社法429条1項にいう役員等には取締役、会計参

与、監査役、執行役又は会計監査人が含まれ（同法423条

1項括弧書き）、対第三者責任を負う者の範囲は相当程度

広範である。これに対し、中国の対第三者責任を負う主体

は、会社、董事、高位管理職とされている。

　日本において会社が第三者に対し責任を負うには、会

社法350条が、「代表取締役その他の代表者がその職務

を行うについて第三者に加えた損害を賠償する責任を負

う」と定めており、代表取締役等の代表者に不法行為責

任が成立する必要があると解されている（最判昭和49・

2・28判時735号97頁）。そのため、代表取締役が会社法

429条1項に基づく損害賠償責任を第三者に負う場合で

あっても、理論的には同条項の法的性質をいかに解すべ

きかにより、会社の責任成立の成否が左右されると考えら

れる。この点、日本の判例（最大判昭和44・11・26民集

23巻11号2150頁）の多数意見28は、会社法429条1項は

会社に賠償資力がない場合の会社債権者保護の見地から

政策的に定められた法定責任であると解しつつ、不法行

為責任（民法709条）との競合を認めている29。したがっ

て、会社法429条1項の責任が代表取締役に成立したとし

ても、その者に別途不法行為責任が認められない限り、会

社法350条の損害賠償責任が当然に発生するものではな

いと解されている30。

　新会社法191条の法的性質は必ずしも判然としないが、

日本のように、役員等の対第三者責任と会社の対第三者

責任を区別しているわけではないことから、同条の法的

性質を法定責任と解しても、不法行為責任と解したとして

も、その適用範囲に相違はないのかもしれない。ただ、日

本の会社法429条1項は、比較的小規模閉鎖会社の債権

者を保護すべく、法人格否認の法理の代替的手段として用

いられてきた。中国では2023年改正前において既に法人

格否認の法理に関する規定が明文化され、これが新会社

法にも維持されているが（新会社法23条）、それによる債

権者保護が十分に図られなかったため、新会社法では対

第三者責任が明文化されるに至ったと考えられる。

　しかし、日本においても会社法429条1項は、債権者保
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護の名の下、その適用範囲が拡大し、役員等が対第三者責

任を負う可能性は高いと評し得る。役員等の損害賠償責

任を広範に認めることは、債権者など第三者の保護に資

する反面、役員等の職務執行を委縮させ、その担い手の確

保を困難にしかねない。

（6）董事責任保険に関する規定

　新会社法の下で、董事の責任が強化される中で、その

責任を一定程度軽減すべく31、会社は、董事の在任期間中、

当該董事のためにその会社の職務執行により負担する賠

償責任について責任保険に加入することができることとさ

れた（新会社法193条1項）。董事責任保険（いわゆるD＆

O保険）について会社法上明確な規定が置かれたことにな

るが、その背景には近年実務において高額な賠償金を命じ

た裁判例が続出していることが考えられる。

6. 少数株主利益の保護の強化

（1）株主の情報開示請求権の強化

　会社が適切に運営されるためには、その透明性が確保

される必要がある。新会社法は株主による閲覧可能な書

類の範囲に、定款、株主会議事録、董事会議事録、監事会

議事録、財務会計報告、会計帳簿に加えて、会計証憑を新

たに追加し、その対象を完全子会社にまで拡大した（新会

社法57条、110条）。なお、会計帳簿と会計証憑に対する

閲覧請求権は、有限責任会社の場合は特に持株要件はな

く、1株でも株式を有している株主ならば行使可能であり

（同法57条2項。単独株主権）、株式有限会社の場合は発

行済株式の100分の3以上の株式を180日（これを下回る

期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引

き続き有する株主に限り、当該請求をすることができると

した（同法110条2項。少数株主権）。ただし、株主による

会計帳簿、会計証憑の閲覧請求は、不当な目的によるもの

であり、これにより会社の利益が害されるおそれがある場

合には、会社は閲覧を拒否することができるとされている

（同法57条2項、110条2項）。会社の機密情報を保持す

る必要があるからである 32。

（2）株主提案権に関する規定

　新会社法は、株式有限会社における株主提案権に関す

る規定を追加した。すなわち、単独または共同で発行済株

式の100分の1以上の株式を有する株主は、株主会の日の

10日前までに書面をもって、董事会に臨時提案を提出す

ることができ、董事会は提案を受領した後2日以内に他の

株主に通知し、かつ、当該臨時提案を株主会による審議

に付さなければならない（新会社法115条2項）。当該臨

時提案では議題および具体的な決議事項が明確にされて

いなければならず、董事会は、提案を受領した後、2日以

内に他の株主に通知し、かつ、当該臨時株主提案を株主

会の審議に提出しなければならない。少数株主権である

臨時株主提案権により、少数株主は、株主会における議

題、議案についてイニシアティブを発揮することが可能と

なり、このことを通じ業務執行者に対する牽制・監督の実

効性が高められることが期待されているといえよう。

（3）二重代表訴訟に関する規定

　新会社法には上記のような少数株主を保護する規定

がいくつか導入されているが、董事等の違法、不法な行為

により会社に損害が生じた場合には、その損害の填補に

より少数株主を含む株主の利益が保護され得る。かかる

董事等により引き起こされた損害がより確実に填補され

るようにするために、旧会社法の下で既に株主代表訴訟

制度が導入されており、新会社法もこの規定を維持して

いる（新会社法189条）。株主代表訴訟の提起権は、有限

責任会社については単独株主権、株式有限会社について

は少数株主権とされている（同条1項）。加えて、新会社法
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は、全額出資子会社（完全子会社）の董事等が職務を執

行するにあたり、法律、行政法規または会社の定款の規定

に違反し、または他人が全額出資子会社の適法な権益を

侵害して損失をもたらす事態に対処すべく、有限責任会社

の株主または発行済株式の100分の1以上の株式を180

日前から引き続き有する株式有限会社の株主は、全額出

資子会社の監事会または董事会に人民法院に対して訴え

を提起するよう請求し、または自ら訴えを提起することが

できるとする（同条4項）。新会社法では、いわゆる二重代

表訴訟制度を通じ、全額出資子会社に損失が生じた場合

にも所定の親会社の株主がその填補を全額出資子会社の

董事等に請求することが可能とされた。この制度が適切

に機能すれば、企業集団内における違法行為を一定程度

抑止することが期待されるのではなかろうか。

（4）支配株主および実質的支配者の義務と責任

　旧会社法の下では、会社に対して責任を負う主体は、董

事、監事、高位管理職のみとされており、中国で長年問題

とされていた支配株主や実施的支配者に関する責任規定

などは、法人格否認の法理は措くとして、それ以外には存

在していなかった。

　そこで、新会社法は、会社の支配株主および実質的支

配者の義務と責任に関する規定を新設した。まず、会社の

支配株主および実質的支配者が会社の董事に就任してい

ない場合であっても、会社の業務を実際に執行していると

きには、会社の支配株主および実質的支配者も会社に対

して忠実義務と勤勉義務を負うこととし（新会社法180

条3項）、また会社の支配株主および実質的支配者は、董

事および高位管理職に指示して会社または株主の利益を

損なう行為を行わせた場合には、当該董事および高位管

理職と連帯して責任を負うことを新たに規定した（同法

192条）。これらは、イギリスのいわゆる「事実上の取締

役（de fact director）」33または「影の取締役（shadow 

director）」の法理34に範をとった規定であるように思わ

れるが、これらにより支配株主等の責任がより追及しやす

くなると考えられる。

　さらに、有限責任会社においては、会社の支配株主が

株主の権利を濫用し、会社または他の株主の利益を著し

く害する場合には、当該他の株主は会社に対して、合理的

な価格で株式を買い取ることを請求することができると

されている（同法89条3項）。もっとも、かかる買取請求権

が無制限に行使されるとすると、会社の財産が当該少数

株主に移転し、会社の継続性が危ぶまれる事態が惹起さ

れることも懸念される。

　有限責任会社および株式有限会社において、いかなる

場合に、「支配株主が株主の権利を濫用」したと評価し得

るのか、今後の裁判実務の動向を見守る必要がある。

Ⅳ. おわりに

　本稿では、2023年に改正された新会社法の主要な規

定を横断的に取り上げ、その運用上問題となり得る点を抽

出した。本稿で取り上げた規定のうち、会社の設立や会社

の資本制度に関し、新たに導入された規定の中には、会社

財産を確保し、債権者への弁済が適切かつ確実に行われ

ることを目的としていると考えられるものがみられる。ま

た、董事等の対第三者責任の規定の導入は、会社から弁

済を受けることができなくなった債権者を保護する途を拓

くものと評価し得る。

　他方、新会社法は、董事、監事、高位管理職、さらには

支配株主や実質的支配者が会社に対し忠実義務および勤

勉義務を負うとし、その内容を具体化するとともに、会社

資本の充実に関する董事等の責任および支配株主等の会

社に対する損害賠償責任に係る規定を新設した。かかる

規定の導入により、これらの者が会社に対して損害賠償

責任を負うための法的根拠が明確化されたといえる。こう
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した損害賠償責任の追及は、株主代表訴訟制度や二重代

表訴訟制度の活用によりその実効性が確保されることと

なろう。

　もっとも、董事等に対する過度な責任追及を認めるこ

とは、業務執行を委縮させ、その担い手の確保を困難にす

るおそれがある。新会社法の下でいかなる場合に、董事

等の義務違反や責任が認められるのかについて、実務上

の指針が今後明らかにされる必要がある。また、会社とし

ては、D&O保険を活用し、董事等の責任の軽減を図るこ

とにより、有能な人材の確保に努めるべきであろう。

　他方、新会社法は、監事（会）制度を維持しつつ、審計

委員会を選択的に設置することができることとした。審計

委員会は、董事以外の職務についておらず、かつ独立性を

兼ね備えた董事が過半数を占めることとされているが、こ

うした董事が監事（会）に代わり、業務執行者に対する牽

制・監督機能を適切に果たすためには、何が必要かを検

討する必要がある。審計委員会がかかる機能を発揮する

ためには、社内情報を共有することは必須であり、内部統

制システムの整備、運用は不可欠となる35。

　もとより、審計委員会や監事（会）による牽制・監督機能

には一定の限界があることも否定できまい。かかるガバナ

ンスの脆弱性を補完すべく、株主（会）の牽制・監督機能を

向上させることは必須である。新会社法は、株主の情報開

示請求権を通じ、会社の情報を入手することを可能とする

とともに、株主会における議題・議案の設定について株主

にイニシアティブをとらせるべく、臨時株主提案権の規定

を新設している。これらの権利を適切に行使することによ

り、株主（会）による業務執行者に対する牽制・監督機能

の実効性を確保することが期待される。しかしながら、株

主がその権利を濫用すれば、会社の運営に負の影響を及

ぼすおそれもある。新会社法の下で株主権の行使の適正

化をいかに図るべきかについては、重要な課題であり、今

後の実務の動向を見極めつつ、その在り方について引き

続き検討したいと考える。
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中国では法改正の際、部分改正を「修正」といい、全面改
正を「修訂」という。これまで行われた6度の会社法改正
のうち、2005年と2023年の改正についてのみ「修訂」
の文言が用いられた。2023年会社法についても、「修訂」
という文言が用いられたことからすれば、同年の会社法
改正がいかに重要な改正であったのかが窺い知れる。
新会社法の266の条文の中で、36の条文が改正前と同様
で、49の条文が新たに追加された条文、残りの181の条
文が一定の改正が行われた条文になる。新規または改正
された条文の数は新会社法の条文全体の86％を占める。
例えば、第一東京弁護士会総合法律研究所編著[2023]

『最先端をとらえるESGと法務』清文社2-7頁、森・濱田
松本法律事務所ESG・SDGsプラットフォーム編著[2021]

『ESGと商事法務』〔近澤諒〕商事法務1-4頁等参照。
郭心怡[2024]「新『公司法』背景下我国公司登記制度問
題研究」経済研究導刊574号154-157頁参照。

「双創」とは2014年9月に李克強総理によってダボス
フォーラムで最初に提起された政策で、「大衆による創
業、万人によるイノベーションを中国経済の継続的な発
展をけん引するダブルエンジンとして位置付ける」とい
うものである。その後、中国では起業ブームが発生し、会
社の数は急速に増加した。
薛園園[2021]「『休眠会社』破産清算的立法分析与啓
示」法制博覧2021年12月下191-192頁参照。
中国会社法における最低資本金制度、登録資本引受制
度の歴史的変遷については、劉俊海[2025]「深化注冊
資本認繳登記制度改革的体系化思考」山東大学学報
2025年第1期180-196頁が大変参考になる。
林一英[2024]「会社の登録資本金と出資引受制度」神
田秀樹=朱大明編『中国商事法研究第2巻 中国会社法制
の理論と実務』商事法務35頁。
劉・前掲注（7）182頁。
会社法の委任規定に従い、2024年7月1日、国務院は会
社の登録資本制度について国務院令を発し、詳細につい
て規定している（国務院令784号）。
日本では、組織面、資金調達面から中小企業の挑戦を支
援する措置を講じ、経済活性化と雇用拡大の原動力とし
て活力ある中小企業等の育成・発展を図ることを目的と
して、2002年に中小企業挑戦支援法が制定され、事業
を営んでいない個人が新たに会社を設立し、その新たに
設立された会社で事業を開始しようとする個人であって、
二ヶ月以内に開始する具体的計画を有する者（創業者）
が設立する会社については、会社設立から五年間に限り、
最低資本金規制が免除されていた。この点につき詳しく
は、井上究=岡田俊郎[2002]「中小企業挑戦支援法の概

要」商事法務1648号16-17頁参照。日本の現行の会社
法の下では、最低資本金制度は撤廃されている（会社法
25条参照）。

「『中華人民共和国公司法』の適用に関する最高人民法
院の規定（三）」第17条。
日本の会社法の下では、発起人の失権手続の規定が置
かれており（会社法36条）、その趣旨は、発起人に対し
て失権の催告を行い、出資を促しつつ、設立手続を迅速
に行うことを可能ならしめることにある。この点につき、
山下友信編[2014]『会社法コンメンタール2　設立［2］
§§32～103』〔鈴木千佳子〕商事法務56頁参照。
邵興全編[2024]『中華人民共和国公司法注釈本』法律
出版社100頁参照。
例えば1992年の国家経済体制改革委員会の「股份有限
公司規範意見」（現在は廃止）がある。
中国の種類株式の歴史について、朱慈蘊[2024]「種類
株式制度導入の意義」神田秀樹=朱大明編『中国商事法
研究第2巻  中国会社法制の理論と実務』商事法務219-
241頁を参照。
例えば、アリババの董事会の候補者を選出する特別な権
限のある株式、京東商城株式会社の董事の選任につき、
創業者による拒否権付種類株式などがある。詳細は、朱
慈蘊・前掲注（16）224-226頁を参照。
江頭憲治郎[2024]『株式会社法〔第9版〕』有斐閣129頁。
新会社法には券面額の最低限に関する規定がない以上、
券面額に出資単位の維持の機能を期待することは困難
であろう。
劉新宇＝李昕妍[2024]「中国会社法改正の要点と外資
系企業への影響」商事法務2356号17頁。
劉＝李・前掲注（20）13頁。
邵・前掲注（14）202頁参照。
劉俊海[2023]「論基于理性自治的公司監督模式創
新—兼評『公司法（修订草案）』中監事会与董事会審計委
员会『二選一』模式」中国社会科学院大学学報35巻1号
6頁参照。
旧会社法は、董事、高位管理職の忠実義務違反に該当
する行為として、７つの行為と包括規定を置いていたが

（148条）、勤勉義務の範囲に関しては特に規定がな
かった。
日本においても、英米法の影響を受け、忠実義務と善管
注意義務は異質なものであり、忠実義務を自己または第
三者の利益を図ってはならないと解する見解（異質説）
がある。例えば、星川長七[1972]『取締役忠実義務論』
成文堂1頁以下参照。
日本の最高裁判例（最判昭和45・6・24民集24巻6号
625頁）は、「忠実義務は、会社法330条、民法644条に
定める善管義務を敷衍し、かつ一層明確にしたにとど
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まるのであって、通常の委任関係に伴う善管義務とは
別個の、高度な義務を規定したものとは解すことはで
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